



























































































































訪問介護 通所介護 ﾙｰ ブﾎー ム 特養(広域型）
鹿屋市 320,179 939,014 769,329 1,329,263
鹿屋市 ５４４，７３６ 1，１８４，０３５ 1,338,925 1,415,506
薩摩川内市 358,844 7７１，０９０ ６２６．１９６ 2，１８５，２３６
2011年度介護保険事業状況報告(2012年度末現在）
表２第１号被保険者の介護保険受給者数(要介謹度別） 単位：人
要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介謹２
霧島市 ６，８８６ 5,630 9,220 6,458
鹿屋市 ４，０８２ 6,973 7,635 8,044








要介護３ 要介護４ 要介護５ 合計
3,882 2,389 １，５５７ 36,022
5,707 4．１６１ 2,674 39,276

























訪問介護 通所介護 ＧＨ 特養 合計
霧島市 1１，２０９ 32,873 26,933 46,535 246,712
鹿屋市 2１ 1７８ 4６ 032 5２ 054 5５ ０３１ 307９５４
薩摩川内市 1３ 334 2８ 653 ２３ 269 8１ 202 ３０３ ８２７
県 計 1５ 861 3２ 1８３ 3０ 602 5８ 854 ２７０ 750
































































































































































３ １ 3４ 690
3７ 774
３ 8４
２ ５ 1３１
５ 1３１
０
霧島市、鹿屋市、薩摩川内市ホームページ
介腫サービス市場への民間事業者参入状況とその影響
急増している住宅型有料老人ホームにおいては，併設の
通所介護事業所や訪問介護事業所の利用に際して介護保険
制度の複雑さも含めて，行政への相談・苦情が多く寄せら
れており，利用に際して本人及び家族への説明が充分なさ
れていない状況も窺える。
多くの事業者が参入することで介護サービスが十分に整
備されてきているが，そのことで介護サービスの質が整っ
てくるとは限らない。サービスの質が担保される必要があ
り,その評価システムとして,｢指導監査」「第三者評価」「相
談・苦情解決」の制度が設けられている。提供される介護
サービスの質の向上を図るためには事業者も行政も互いに
連携，協力する必要があると考える。
介護サービスは，その多くが人によって提供されるもの
で，その質はサービス提供者である職員で決まる。すなわ
ち事業者にとって提供するサービスの質を高めるためには
人材確保や育成がきわめて重要である。多角的に事業展開
している社会福祉法人は，独自で人材確保や事業内研修体
制を展開しており介護に関する専門性や倫理性を含めての
人材育成を図っている現状が見受けられる。一方で民間営
利法人は，小規模事業所が多く独自の研修体制を確立する
まで至らない事業所も見受けられる。このような状況にお
いて，職能団体や各種協議会などで開催される研修会が人
材育成において重要な役割を果たしていると推測される。
また，行政は保険者として指導監査能力を高めて，全体指
導・個別指導を定期的に開催するなど指導体制を確立する
必要性を感じる。
介護保険制度創設時の理念「多様な事業所の参入するこ
とで競争原理が働き，提供されるサービスの質の向上に繋
がる」とは，どのような状況であるか。多様な事業所が参
入することで，本当に競争原理が働いているか明確とは言
えないが，事業所の管理者から「グループホームや有料老
人ホームにおいて事業所によっては空床がみられており，
選ばれる事業所とそうでない事業所が表れてきた。また，
通所介護や訪問介護などでは，民間営利法人で事業中止・
廃止する事業者が出始めている｡」との意見を聞くことが
できた。
事業者や行政担当者の意見をまとめると、介護サービス
市場に民間事業所が参入したことの影響として，
①介護給付総額が増えることで市町村の介護保険財政に
影響が出てきていること，
②事業所が増えることによりl事業所当たりのサービス
利用者が減る傾向にあること，
6５
③利用者確保のために食費や居住費の価格の引き下げ競
争が始まっていること，
など明らかとなった。
多様な事業者が介護市場に参入してくることで，利用者
にとって結果的に選択の自由が増える状況にはなってい
る。しかし，事業所の選択が，利用者本人が望むサービス
とは限らない。市場主義に基づく競争原理が準市場として
の介護保険制度において機能し得るのかどうか，福祉政策
においては，利用者の権利擁護も含めて，提供されるサー
ビスの質を担保する意味からも保険者である市町村の関与
は，今後も一定程度強めていく必要性を感じる。
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